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【背景と目的】

令和 2年度に鳥取県栄養士会が行なった「鳥取県民『災害時の食の備え』調査」で、「食の備え情報

源」として活用経験が多いのは「テレビ・ラジオ」や「新聞・雑誌」であったが、その利用割合は高い

とは言えなかった。また今後『よく活用する』と『あれば活用する』を合わせた情報源として、これら

の他に行政が多かった。

そこで、県内において紙媒体により提供された「災害時の食の備え」情報をもとに、今後栄養士会員

が啓発活動を進めていく上での課題やヒントを把握することを目的とした。

【方法】

情報収集は令和 3年 7～10 月に行なった。発行時期の範囲は特に定めず「災害時の食の備え」を含

む情報を収集した。

収集対象は公的機関や民間を問わず発行されたパンフレット・チラシ、新聞記事・雑誌等の切り抜き

等とした。また、栄養士会員が作成し県民向けに配布している情報も集めた。さらに、行政が毎月発行

した過去 3年間（36 回）の広報誌に記載された、防災や食の備えに関する情報についても調査した。

収集した情報は内容を精査し、Excel で集計及び分析を行った。

【結果】

平成 22年～令和 3年 10月に発行された情報を収集し、その延べ数は、100 件だった。発行元として

はマスコミ、行政、企業商店の順に多かった（図 1）。

マスコミの媒体種類は新聞と雑誌で、発行時期は 9月が最も多く（図 2）、内容は、災害時に役立つ

方法提案・被災体験談・循環備蓄紹介の順に多かった。

企業商店の情報は、主に商品のカタログ・チラシ・冊子等であり、発行日は 8月が最も多く（図 3）、

商品の種類は、トイレ・生活用品・水の順に多かった。

自治体広報誌で災害に関する記事掲載総数は 179 件で、7月・9月・10 月号の順に多かった。「食の

備え」に関する記事はわずかに 7件だった（図 4）。また、自治体ごとの情報掲載回数や内容の差が顕

著であった。

【まとめと今後の課題】

収集資料の内容等を調べた結果、発行元の違いにより提供時期や情報内容の偏りがあった。

行政の広報誌は啓発用の媒体として有効なツールだが、自治体間で掲載回数に顕著な差があり、「災

害時の食」に関する内容は少なかった。食の専門家である管理栄養士も防災関連の情報提供に関して

企画等に関わっていくことが望まれる。

栄養士会は、災害対策部や開発部等と協力し、県民の備蓄行動に繋がるより効果的な情報提供方法

と内容を検討して行く必要がある。



図１ 収集した情報の発行元 n=100

図２ マスコミによる情報提供媒体種類と発行月 n=39

図３ 企業商店による情報提供媒体種類と発行月 n=28

図４ 行政が 3年間（36 回）に発行した広報誌の防災関係記事掲載回数月別数 n=720


